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国土計画の変遷
■時代背景 ■国土計画

○三大圏への人口集中

○地方の時代

○東京一極集中

○集中の鎮静化

○東京への再一極集中化

(昭和30～45)

(昭和45～55)

(昭和55～63)

(平成元～5)

(平成5～)

・・・高度経済成長、都市化の進展
一次産業⇒二次産業へのシフト

・・・東京への国内機能
国際機能 の集中

昭和30

昭和40

昭和50

昭和60

平成元

平成5

全総昭37

地域格差是正

新全総昭44 大規模プロジェクト構想

昭52 ３全総 定住構想

昭62 ４全総 多極分散型国土構造

平10
21世紀の
国土の
グランド
デザイン

多軸型国土構造
参加・連携

底流に流れてきた
国土の均衡論

右肩上がりを前提として、
国富の地域再配分が
できた時代

①国際競争力のある国土構造の再構築
②地域間競争力のある地域構造の再構築
③誇りを持って定住できる生活圏の形成

＝

(41%→19%) (23%→34%)(30年→45年)

(昭和50年～ 地方分散の兆し)

(地域間の均衡ある発展)

拠点開発構想(新産・工特)

交流ネットワーク構想
（14,000km）

･･･大転換局面東アジアの経済的台頭、低成長・財政制約、人口減少・少子高齢化、環境制約

１．国土形成計画の概要
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人口減少下の成熟社会にふさわしい
国土の質的向上を図る国土計画
へ転換を図ることが必要

昭和３７年の第１次全国総合開発計画
以来、５次にわたり全総計画を策定

人口減少社会の到来
これまでの国土計画

過密過疎に伴う大都市問題や地方の問題への対
応など、それぞれの時代に我が国の国土が抱えてい
た課題の解決に向けた基本方向を示す

「開発」を基調とした量的拡大を図る計画

国土総合開発法を抜本的に改正

「国土総合開発法」→「国土形成計画法」

国民の不安・不透明感の拡大

安全・安心・安定した

国土と国民生活の将来像の提示

（出典）国立社会保障・人口問題研究所資料等をもとに国土交通省国土計画局作成

・人口減少、高齢化
・国境を越えた地域間競争
・環境問題の顕在化
・厳しい財政制約、中央依存の限界 等

【我が国の総人口の長期的推移】

国土計画制度改革の背景

１．国土形成計画の概要
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※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

フローの拡大に加え

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

成

熟

社

会

型

の

計

画

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び
国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごと
に、国と都府県等が適切
な役割分担の下、相互に
連携・協力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の
地方支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済
界等が対等な立場で協議する場（広域地方計画協議
会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布、１２月２２日施行

国土計画制度の改革
１．国土形成計画の概要
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基
本
と
す
る

全国計画 広域地方計画

総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的な計画）

【計画の内容】
・国土の形成に関する基本的な方針
・国土の形成に関する目標
・全国的な見地から必要とされる基本的な施
策（個別事業名は原則として記述しない）

都道府県・政令市から計画作成・変更提案

国土交通大臣が案を作成

閣議決定

国土審議会
の調査審議

都道府県・政令市
からの意見聴取

パブリックコメント

広域地方計画区域における国土形成の計画

【計画の内容】
・当該区域の国土の形成に関する方針
・当該区域の国土の形成に関する目標
・広域の見地から必要とされる主要な施
策（個別事業名を含む）

市町村から計画作成・変更提案（都府県経由）

国土交通大臣が決定

広域地方計画協議会
対等な立場で協議

パブリック
コメント

学識経験者
からの意見聴取

国の地方
支分部局

関係都府県

関係政令市 地元経済界等

２以上の都府県の区域で政令で定める区域

全国計画と広域地方計画

１．国土形成計画の概要
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国土審議会計画部会の審議体制と検討経緯

国土審議会

計画部会

ライフスタイル・生活専門委員会

産業展望･東アジア連携専門委員会

自立地域社会専門委員会

国土基盤専門委員会

持続可能な国土管理専門委員会

圏域部会

平成18年12月25日現在

第１回（H17.10.18）～第１８回開催

第１回～第９回開催

第１回～第８回開催

第１回～第８回開催

第１回～第１１回開催

第１回～第１２回開催

第１回（H17.10.14）～第８回開催

国土審議会の取り組み状況

１．国土形成計画の概要
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中国圏

北陸圏

九州圏

首都圏

○圏域は、五全総の分割とし８圏域を設定
○近畿圏は、滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・
和歌山県の区域 を一体とした区域
○近畿圏６府県は、人口2,000万人強、GDP79兆円

東北圏

近畿圏

「広域地方計画」の区域割り及び組織を決定
［国土形成計画法施行令及び国土形成計画法施行規則の一部を改正する省令］

平成１８年７月７日公布 ・ 同日施行

○府県及び指定都市
○管区警察局
○総合通信局
○財務局
○地方厚生局
○地方農政局
○森林管理局
○経済産業局
○地方整備局
○地方運輸局
○管区海上保安本部
○地方環境事務所
＋隣接する地方公共団体
＋その他密接な関係を有する者

広域地方計画区域

広域地方計画協議会の組織

広域地方計画及び協議会の組織

１．国土形成計画の概要

四国圏

中部圏
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国土形成計画策定に向けた取り組み

H17.9

H18年度
前半

H18年秋頃

H19中頃
までを目途

全国計画
策定から
１年後

近畿ブロックでの今後の取り組み国土形成計画策定スケジュール(予定)

国土審議会に
計画部会を設置

全国計画

国土審議会に
圏域部会を設置

H18.6.21
圏域部会とりまとめ

H18.11.16
計画部会中間とりまとめ

閣議決定 広域地方計画協議会
の設置

広域地方計画の決定

広域地方計画

地域の区分の
あり方の検討

計画策定準備

計画内容の
検討

閣議決定に
向けた検討 目的 ○広域地方計画に定める事項について検討

○広域地方計画協議会を組織するために必要な準備
○全国計画への提案

広域地方計画協議会
○国の地方行政機関、関係都府県、政令市が参画
○必要に応じ、区域内市町村、区域に隣接する地
方公共団体、広域地方計画の実施に密接な関係
を有する者が参画 パブリックコメント

学識経験者
からの意見聴取

H17.10～H17.12  知事、政令市長の意見把握
(国土計画局長、整備局長、運輸局長との意見交換)

都道府県、
経済団体等
との意見交換
などを実施

H18.12.26 「近畿圏広域計画検討会議」の開催
（国土交通大臣、府県、政令市、経済界等との意見交換）

H18.6. 9 関西広域連携協議会、近畿広域戦略会議の合同会議開催

H18.4.24 関西経済連合会と国土交通省との意見交換会
(関経連会長、国土計画局長、整備局長、運輸局長との意見交換)

H18.2.23 近畿広域戦略会議の開催（国の地方支分部局で構成）

H18.5.30 国土形成計画 関西シンポジウム２００６
(主催：関西広域連携協議会、 協力：近畿地方整備局)

H18.6. 4 西日本リレーシンポジウム「西日本の魅力を大阪からキックオフ！」
大阪で開催 (主催：西日本魅力発信シンポジウム大阪実行委員会)

H18.7.7
広域地方計画区域・協議会
組織を定める政令制定 H18.8. 1 西日本リレーシンポジウム「グローバル化の進展と地域の魅力づくり」

東京で開催 (主催：西日本魅力発信シンポジウム東京実行委員会)

都道府県、
経済団体等
との意見交換
などを実施

H18.12.19 「近畿圏広域計画検討会議」設立準備会の開催

２．近畿圏における取り組み
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関西の２府７県４政令市と経済団体で構成する関西広域連携協

議会と、国の出先機関で構成する近畿広域戦略会議は６月９日、
帝国ホテル大阪で合同会議を開き、２００７年度の策定を目指す
国の国土形成計画について意見交換した。

初めに国土交通省の辻原俊博官房審議官がこれまでの審議状
況を、藤本整備局長が近畿での課題、今後のスケジュールを説
明。自治体側等からは「経済成長の終わった日本では１０～１５
年の計画は短過ぎないか」（奈良県）、「日本海側の位置付けが
不十分」（兵庫県）などの意見が出された。計画の圏域設定をめ
ぐっては「東京一極集中に対抗するためには、関西と中部の連
携も必要」（三重県）、「インフラの整備では福井、三重、徳島も含
めた広域での調整が必要」（関西経済連合会）などの具体的な
案も提示された。

今後、７月の国の圏域決定を受け、国土形成計画のうち広域
地方計画の素案を検討する「近畿地方計画懇談会」（仮称）を設
置する方針。

日時 平成１８年 ６月 ９日（金）

場所 帝国ホテル大阪

総 務 省 近 畿 総 合 通 信 局 長 大 寺　廣 幸

財 務 省 近 畿 財 務 局 長 森 本　学

農 林 水 産 省 近 畿 農 政 局 長

農林水産省林野庁近畿中国森林管理局長 船 木　博 昭

経 済 産 業 省 近 畿 経 済 産 業 局 長 福 水　健 文

福 井　守 也

国 土 交 通 省 気 象 庁 大 阪 管 区 気 象 台 長 小 佐 野　愼 悟　

国土交通省海上保安庁第５管区海上保安本部長 齋藤　芳 夫

国土交通省海上保安庁第８管区海上保安本部総務部長

国 土 交 通 省 神 戸 運 輸 監 理 部 長 石 田　育 男

国 土 交 通 省 大 阪 航 空 局 次 長 小 森　逸 雄

国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 長 藤 本　貴 也

国 土 交 通 省 近 畿 運 輸 局 次 長 福 代　倫 男

進 藤　眞 理

近畿広域戦略会議

国土交通省大臣官房審議官 辻原 俊博藤本近畿地方整備局長 挨拶新宮代表理事挨拶 辻原審議官挨拶

関西広域連携協議会、近畿広域戦略会議の合同会議開催
関西広域連携協議会

２．近畿圏における取り組み

大 阪 府 副 知 事 梶 本　徳 彦

兵 庫 県 副 知 事 齋 藤　富 雄

新 宮　康 男

京 都 府 副 知 事 猿 渡　知 之

関 西 広 域 連 携 協 議 会 代 表 理 事

滋 賀 県 政 策 調 整 部 長 近 藤　月 彦

福 井 県 副 知 事 山 本　雅 俊

三 重 県 副 知 事 丸 山　浩 司

柿 本　善 也

京 都 市 副 市 長 上 原　任

大 阪 市 助 役 井 越　將 之

和 歌 山 県 副 知 事 小 佐 田　昌 計

徳 島 県 理 事 真 木　和 茂

奈 良 県 知 事

堺 市 助 役 加 藤　敏 夫

神 戸 市 長 矢 田　立 郎

関 西 経 済 連 合 会 常 務 理 事 ・ 事 務 局 長 青 柳　明 雄

関 西 経 済 同 友 会 事 務 局 長 斉 藤　行 巨

関 西 経 営 者 協 会 専 務 理 事 山 本　憲 治

神 戸 商 工 会 議 所 専 務 理 事 中 西　均
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（US十億＄）

カナダに匹敵する経済規模

３．近畿圏の特色・課題

Ｇ８(主要国首脳会議)構成国であるカナダに匹敵する経済規模を有する近畿
～世界各国とのGDP比較～

※世界銀行HP(http://devdata.worldbank.org/data-query/)
統計でみる県のすがた、人口推計（以上、総務省）、
平成14年度県民経済計算（内閣府）、平成14年度行政投資実績（総務省）

※国内各地域のGDPは、東京外為市場における2002年中の平均レート
（中心相場）により算出 1ドル＝125.14円（出典：日本銀行）

※近畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

・・・・

12

依然続く東京一極集中

３．近畿圏の特色・課題
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証券取引所別株式売買高シェアの推移
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8.85.8
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2.32.7
0
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100

1950 1975 2000

（%)

東京

大阪

名古屋

金融機能の東京への集中

３．近畿圏の特色・課題

出典：東京証券取引所「証券統計年報」

14

低下する国際競争力（港湾）

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
20,600
917

東京湾
6,157
1,354

大阪湾
3,655
1,724高雄

9,710
979

釜山
11,430
634上海

14,557
49

香港
21,932
1,465

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：千ＴＥＵ）

2004年（上段）

1980年（下段）

出典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK （１９８０年及び２００５年）
Ｍａｒｃｈ ２００５ Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓａｔｉｏｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

※大阪湾は2003年の数字

【アジア主要港のコンテナ取扱量】【我が国の主要港の相対的地位の低下】

１９８０年 ２００４年
（単位：千ＴＥＵ）

（ ）内は２００３年の順位

出典：ＣＯＮＴＡＩＮＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＹＥＡＲＢＯＯＫ （１９８０年及び２００５年）
Ｍａｒｃｈ ２００５ Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓａｔｉｏｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

注）名古屋港、神戸港、大阪港のコンテナ取扱量は、２００３年の数字

注）

※は、31位以下のため、具体的順位は不明

港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 1,947 1(1) 香港 21,932

2 ロッテルダム 1,901 2(2) シンガポール 20,600

3 香港 1,465 3(3) 上海 14,557

4 神戸 1,456 4(4) 深圳 13,650

5 高雄 979 5(5) 釜山 11,430

6 シンガポール 917 6(6) 高雄 9,710

7 サンファン 852 7(8) ロッテルダム 8,300

8 ロングビーチ 825 8(7) ロサンゼルス 7,321

9 ハンブルク 783 9(9) ハンブルク 7,003

10 オークランド 782 10(11) ドバイ 6,429
… ･

12 横浜 722 ･

… ･

16 釜山 634 ･

… 20(17) 東京 3,580

18 東京 632 …

･ …

･ …

･ 29(27) 横浜 2,577

･ …

･ ※(31) 名古屋 2,074

･ ※(32) 神戸 2,046

39 大阪 254 …

※(47) 大阪 1,610

注）

注）

3,656阪神港 3,656阪神港
・
・
・

46 名古屋 206

・
・

３．近畿圏の特色・課題
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大阪府の本社機能の東京への流出が激しい

単独本社（大阪）、複数本社制から単独本社（東京）に変更した企業

単独本社、複数本社制（大阪、京都、兵庫が主）から複数本社制（東京を
主）に変更した企業

単独本社から複数本社制(大阪、京都、兵庫が主)を採用した企業

(大阪) コスモ石油、和光証券、カネボウ、兼松、住友商事、
三井住友ファイナンシャルグループ、ニチモ、ｵｰﾄﾊﾞｯｸｽｾﾌﾞﾝ

(兵庫) コナミ 等

(大阪) 日本板硝子、大林組、住友化学工業、丸紅、ニチメン、ＴＩＳ

(兵庫) クラヤ三星堂、川崎汽船 等

(大阪) 住友特殊金属、松下電工、
昭和アルミニウム、レンゴー、三洋電機、ニッセイ同和損害保険、
日本生命保険、ＵＦＪホールディングス、大同生命保険

(京都) オムロン

(兵庫) 神戸製鋼所、川崎重工業、田崎真珠 等

昭和60年以降に複数本社制を採用もしくは本社を
東京に移転した主な企業

昭和60年以降に複数本社制を採用もしくは本社を
東京に移転した主な企業

大阪府における企業のうち、類型別総数のシェアの推
移と、複本社制採用しているうち大阪府外（主に東京）
に主たる本社を置く企業数の推移（資本金１００億円以
上企業、昭和60年～平成15年）

大阪府における企業のうち、類型別総数のシェアの推
移と、複本社制採用しているうち大阪府外（主に東京）
に主たる本社を置く企業数の推移（資本金１００億円以
上企業、昭和60年～平成15年）

資料：大阪府立産業開発研究所調査より国土交通省国土計画局作成

長期的な経済的地位の低下（本社機能の流出）

8

12
13 13

18

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

S60 Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１５

5

10

15

20

25

30

複数本社制を採用しており、大阪府外に主たる本社をおく企業数の推移
大阪府の単独本社

複数本社制企業総数のシェア
（うち大阪府に主たる本社をおく企業のシェア）

（うち大阪府以外（主に東京）に主たる本社をおく企業のシェア）

S60:
全80社

H2:
全144社

H7:
全156社

H12:
全158社

H15:
全145社

資
本
金
1
0
0
億
円
以
上
の
大
阪
企
業
の
数

３．近畿圏の特色・課題
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回復する近畿の経済

３．近畿圏の特色・課題

近畿地域の金融経済概況：拡大を続けている
・個人消費：全体として緩やかに増加している
・設備投資：大幅に増加している
・生産：増加している
・雇用・所得：雇用情勢は、改善している。雇用者所得は、緩やかに増加している。

日本銀行「地域経済報告」（2006年10月調査）によると、
近畿地域の金融経済概況は、
「拡大を続けている」と判断されている。

・・・・・ 関東甲信越 緩やかに拡大している
東海 拡大している
近畿 拡大を続けている

・・・・・ 東北 緩やかな回復を続けている
北陸 着実に回復している
中国 全体として回復を続けている
九州・沖縄 回復を続けている

・・・・・ 北海道 緩やかに持ち直している
四国 緩やかながら持ち直しの動きが続いている
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優れた学術・技術の蓄積
中小企業の技術力中小企業の技術力

独自技術をもつ「オンリーワン企業」が集積独自技術をもつ「オンリーワン企業」が集積

■オンリーワン企業数

関西 関 東 中 部

141(25.7%)
134(24.5%)

資料：東洋経済新聞社「産業創出の地域構想」（1999年6月）を基に作成

（注）企業の規模は、資本金20億円未満または売上高500億円未満を対象

64(11.7%)

学術研究学術研究
論文の被引用数は近畿圏がトップ論文の被引用数は近畿圏がトップ

■大学における論文の被引用数 （理工系分野の総合）

北海道 北陸東北 関東 中国 四国中部 九州関西

（注）上位11位の大学を対象

50千

100千

150千

200千

17,859

（件）

21,545

126,794

23,317

189,741

8,821
16,963

00
0

資料：（財）関西社会経済研究所

３．近畿圏の特色・課題
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26.5%

59.6%

4.7%

74.5%

25.5%

48.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

国宝計 国宝（建造物） 重要文化財

関東

関西

豊富な文化資源・・・近畿圏の国宝のシェア５割以上

ユネスコ世界遺産登録件数
国内１２件中近畿で５件、西日本で９件

0

14

世界遺産

近畿
５件

全国13件

2

4

6

8

10

12

H17.11.1現在
文化庁HPから作成

284件

638件

10件

158件

3187件

6062件

全国1070件

全国212件

全国12486件

厚み・深みのある歴史・文化資産の蓄積

３．近畿圏の特色・課題
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近畿圏における論点例

①国際競争力の強化・アジアとのさらなる連携①国際競争力の強化・アジアとのさらなる連携

②近畿の特色を活かした産業振興②近畿の特色を活かした産業振興

③安全・安心の確保③安全・安心の確保

④環境の保全、再生及び循環型社会の構築④環境の保全、再生及び循環型社会の構築

⑤個性的で魅力的な地域の形成⑤個性的で魅力的な地域の形成

⑥近畿らしい風格ある景観、歴史・文化の保全・創出・活用⑥近畿らしい風格ある景観、歴史・文化の保全・創出・活用

４．近畿圏における論点例

⑦首都機能のバックアップ⑦首都機能のバックアップ

20

近畿圏の主な貿易相手国は、輸出入ともに中国が第1位。米国を除くと、アジア地域が多くを占める。また大阪府の外資系
企業の地域別割合は全国と比較してアジア地域からの進出が多く、ビジネス面でもアジア地域との結びつきが強い。

413,707 ( 4.4%)④韓国1,100,427 ( 8.7%)④香港

2,982,699 (32.0%)①中国2,287,504 (18.0%)①中国

902,417 ( 9.7%)②米国2,081,455 (17.3%)②米国

396,646 ( 4.3%)⑤台湾1,071,159 ( 8.4%)⑤韓国

416,658 ( 4.5%)③インドネシア1,151,042 ( 9.1%)③台湾

輸入額 (占有率)国・地域名輸出額 (占有率)国・地域名

輸 入輸 出

(1)近畿圏における主な輸出入相手国(2004年) (単位：百万円) 資料：大阪税関「貿易統計」

1.8%その他0.6%その他

9.8%アジア23.5%アジア

41.7%欧州45.7%欧州

46.6%北米30.2%北米

比率国比率国

全国(3,514社)大阪府(162社)

(2)外資系企業の国籍別割合(2005年)

資料：東洋経済「外資系企業総覧2005」

関空は成田と比べ、アジア地域からの出入国者数の比率が高く、約74%を占める。

・二期事業の推進（2007年に2本目の滑走路を限定供用）

旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞ
ﾙ

鉄道駅

空港連絡橋旅客船ﾊﾞｰ
ｽ

連絡誘導路

（4,000m滑走路整備予定）

Ａ滑走路（3,500m)

旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞ
ﾙ

鉄道駅

空港連絡橋旅客船ﾊﾞｰ
ｽ

連絡誘導路

二期空港島二期空港島

旅客ターミナルビル

連絡誘導路

空港連絡橋
鉄道駅

Ａ滑走路
（3,500ｍ）

（4,000ｍ滑走路整備予定）

一期空港島一期空港島

（平成18年３月３日現在）

(1)関空の整備状況

56.7

73.6

16.1

10.7

19.7

11.6

4.8

3.2

0.4

0.4

0.4

2.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

成田空港

関西空港

アジア ヨーロッパ アフリカ 北アメリカ 南アメリカ オセアニア 無国籍

(2)関西国際空港と新東京(成田)国際空港出入国者の国籍別比率

資料：法務省「第44出入国管理統計年報平成17年度版」

アジア地域との結びつきが強い近畿

論点① 国際競争力の強化・アジアとのさらなる連携（例示）
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「アジア翌日配達圏」の確立（深夜貨物便の活用による航空輸送体制の強化）

論点① 国際競争力の強化・アジアとのさらなる連携（例示）

night

day

24時

12時

6時18時
night

day

24時

12時

6時18時
night

day

24時

12時

6時18時
週３３便

night

day

24時

12時

6時18時

ＦＭ０８４２（火土）

ＭＵ0248（水木土）

ＭＵ730（月火水木金土日）

ＮＨ155（月火水木金土日）

ＪＬ793（月火水木金土日）

ＣＡ922（月火水木金土日）

パッセンジャー

フレーター

週２４便

週２１便

週２便

ＮＨ８４９９（水）

ＭＵ516（月火水木金土日）

ＦＭ822（月火木金土日）

ＭＵ732（月水木土日）

ＭＵ0252（火金土）

ＪＬ629（月火水木金土日）

ＣＡ・・・中国国際航空   ＦＭ・・・上海航空
ＭＵ・・・中国東方航空  ＪＬ・・・日本航空
ＫＺ・・・日本貨物航空　 ＮＨ・・・全日空
ＦＸ・・・ﾌｪﾃﾞﾗﾙｴｸｽﾌﾟﾚｽ

５Ｘ・・・ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞﾊﾟｰｾﾙｻｰﾋﾞｽ

ＮＨ８４９９（金）

５Ｘ００８０（土）

ＭＵ０２４４（木金）

５Ｘ０１０４（日火水木金）

ＣＡ1064（火木）

ＣＡ106２（水土）

ＦＸ００１９（月火水木金） 関空　⇒　上海
4月スケジュール

・関西国際物流モデル事業「深夜貨物便の誘致」
・日中航空交渉「貨物便枠２倍増」

航空輸送体制の強化

深夜貨物便（関空→上海） ２便／週 深夜貨物便（関空→上海） ９便／週（デイリー化）

従来 今後

未明　　上海空港着

10:00　貨物引取り
午前中  保税転送申告

18:00　関空上屋搬入
19:00　輸出通関・許可

16:00  大阪近郊工場出荷

22:00　航空会社締切時間

14:00 頃　上海発
19:00 頃　蘇州着

こ
の
間
　
大
幅
短
縮

※リードタイムはモデルイメージです

翌日

深
夜
貨
物
便
活
用

関空深夜発

深夜便を活用した最適物流の実現

共同集荷

リ
ー
ド
タ
イ
ム
約
１
日

深夜ハンド
リング体制
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幅広い産業の集積

0 10 20 30 40

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業(衣服

衣服・その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

電子部品・デバイス製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

製造品出荷額の業種別全国シェア

平成15年工業統計

％

けいはんなプラザ
（関西文化学術研究都市）

論点② 近畿の特色を活かした産業振興（例示）
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近畿圏で懸念される自然災害や重大事故

論点③ 安全・安心の確保（例示）

自然災害 重大事故の懸念

福知山線脱線事故

内陸型地震 地 震

風水害
集中豪雨 台風 雪 害

福井豪雨（足羽川） H16台風２３号（円山川）

阪神淡路大震災 昭和の東南海地震

海溝型地震 土砂災害

H18豪雪

鉄
道
事
故

民間機墜落（大和川）

ナホトカ号重油流出事故

Ｒ１６８地滑り

■近畿における具体的懸念
○自然災害
・南海・東南海地震の今後３０年の発生確率は、５０～６０％
・いつどこで起こるか分からない内陸型地震
・近年頻発する集中豪雨
・近畿地方は、標準的な台風の通過コース
・近畿北部域は、多雪地帯
○重大事故の懸念
・密集する鉄道網と過密ダイヤ
・海上災害では、船舶の油や危険物の大量流出
・原子力発電所事故による放射能汚染 等

航
空
機
事
故

原
子
力
発
電
所

原子力発電所

海
上
災
害

交
通
事
故

交通事故
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環境の時代をリードし、身近な自然と共生した美しい地域づくり

論点④ 環境の保全、再生及び循環型社会の構築（例示）

【京都議定書】
１９９７年１２月１１日議決

（ポイント）
○先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を
各国毎に設定。

○国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入
（排出量取引、クリーン開発メカニズム、共同実施など）

○途上国に対しては、数値目標などの新たな義務は導入せず。

○数値目標
対象ガス： 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、HFC、PFC、SF6
吸 収 源： 森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を算入
基 準 年： １９９０年(HFC､PFC､SF6 は、1995年としてもよい）

目標期間： ２００８年から２０１２年
目 標： 各国毎の目標

・日本△６％
・先進国全体で少なくとも５％削減を目指す。

【京都議定書】
１９９７年１２月１１日議決

（ポイント）
○先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を
各国毎に設定。

○国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入
（排出量取引、クリーン開発メカニズム、共同実施など）

○途上国に対しては、数値目標などの新たな義務は導入せず。

○数値目標
対象ガス： 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、HFC、PFC、SF6
吸 収 源： 森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を算入
基 準 年： １９９０年(HFC､PFC､SF6 は、1995年としてもよい）

目標期間： ２００８年から２０１２年
目 標： 各国毎の目標

・日本△６％
・先進国全体で少なくとも５％削減を目指す。
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大都市圏における環状道路体系の整備

琵琶湖・淀川流域圏の再生

生活支援ロボット産業拠点の形成

都市再生プロジェクト

論点⑤ 個性的で魅力的な地域の形成（例示）

関西文化学術
研究都市

関西文化学術
研究都市

都市の安全・安心
の再構築

地球温暖化
対策の展開

26論点⑤ 個性的で魅力的な地域の形成（例示）

「新たな食料・農業・農村基本計画のポイント（農林水産省）」より

都市と農山漁村の交流
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歴史街道プロジェクト

論点⑥ 近畿らしい風格のある景観、歴史・文化の保全・創出・活用（例示）

悠久の歴史の舞台を訪ねながら、日本文化の魅
力を楽しく体感できる新しいルート。
関西を舞台に、歴史文化資源を活用した空間づく
りや環境整備をすすめ、未来にわたって、人々に愛
され親しまれる日本文化の発信基地づくりをめざす。

歴史街道とは

28

東京・横浜

大阪・神戸・京都

ニューヨーク
サンフランシスコ

ロサンゼルス

首都機能代替（バックアップ）エリア構想

○東京の災害リスクは世界一

○首都圏以外でのバックアップが必要

首都圏にあらゆる機能が集中
↓

首都圏が大規模な災害等で大きな被害を受け
たら各種中枢機能が麻痺状態に

いかなる事態に対しても、首都中枢機能が継
続できるよう万全の措置を講じることが国家の
危機管理として急務

○バックアップの必要性

首都中枢機能が壊滅した場合

首都中枢機能が部分的に機能不能となった場合

首都圏以外のバックアップエリアにおいて首都中枢
機能全般を代替。首都圏は復旧・復興に専念

首都圏と首都圏以外のバックアップエリアにおいて
機能分担して首都中枢機能を発揮

（出展：中央防災会議首都直下地震対策専門調査会第１８回提出資料）
ミュンヘン再保険会社による大都市の災害危険度数

－大阪府・京都府・兵庫県３府県による中間とりまとめの概要－

論点⑦ 首都機能のバックアップ（例示）

○関西こそが首都機能をバックアップ

○首都被災時に関西が果たしえる役割の例

関西は我が国第２の中枢機能を有する地域
○首都圏と同時被災しない距離
○首都圏に次ぐ経済規模。西日本の中心
○都市インフラが充実
○官公庁の地方機関や企業の本社等が立地

少ない投資で最も効果的に首都機能をバックアップ
（既存施設の活用）

金融中枢機能
日銀は日銀ネットや本部機能を関西
で代替。金融中枢機能は既に関西で
バックアップしている。

情報中枢としての機能
ＮＨＫ大阪は首都圏の地上波放送が
不能になった場合、全国放送を配信。
全国紙も関西がバックアップを担う。

物流中枢機能
複数空港や大規模港湾、高速道路網
等が充実している。

復旧・復興の支援拠点機能
職員派遣支援や災害情報の発信、
復旧・復興のノウハウ等を提供。

外交窓口機能
Ｇ７をはじめ、近隣アジア諸国や他の
主要国の総領事館等が集積している。


